
                                                      

  

平成１９年２月期    個別財務諸表の概要     平成 19 年 4 月 10 日 

上場会社名 株式会社 髙 島 屋              上場取引所     大・東 

コード番号 ８２３３                    本社所在都道府県  大阪府  

（ＵＲＬ http://www.takashimaya.co.jp）                     
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問合せ先責任者 役職名 広報・ＩＲ室長    氏名 肥 塚  見 春  ＴＥＬ 03-3668-7253 

決 算 取 締 役 会 開 催 平成 19 年 4 月 10 日 配 当 支 払 開 始 予 定 日 平成 19 年 5 月 23 日 

定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成 19 年 5 月 22 日 単元株制度採用の有無 有（1 単元 1,000 株） 

 

１．19 年２月期の業績（平成 18 年 3 月１日～平成 19 年 2 月 28 日） 

（１） 経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
営 業 収 益 

〔売  上  高〕 
営 業 利 益 経 常 利 益 

                 百万円     ％   (百貨店計)           百万円     ％         百万円    ％ 

１９年２月期 
８４９,４５３     0.6  (  0.8)

〔 ８３８,３８８     0.7〕(  0.9)
２０,０５１ △ 6.0 ２２,２４１   0.5

１８年２月期 
    ８４４,２９０     0.3 (  1.0)

  〔 ８３２,９１７     0.2〕(  0.9)
２１,３３０  13.0 ２２,１４２   12.9

 

 

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整

後1株当たり      

当 期 純 利 益      

自 己 資 本 

当 期 

純 利 益 率 

総 資 産

経 常

利 益 率

売 上 高     

経 常     

利 益 率     

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

１９年２月期 １７,６２０ 64.5 ５４．１５ ５１.９５ ７.８ ３.４ ２.７

１８年２月期 １０,７１４ 24.8 ３４．７６ ３３.２１ ５.６ ３.４ ２.７
(注)①.期中平均株式数  １９年２月期 325,360,037 株  １８年２月期 308,182,800 株 

②.会計処理方法の変更  有･無 

③.営業収益〔売上高〕､営業利益､経常利益､当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は､対前期増減率。 

④.国内百貨店子会社（岡山、岐阜、米子、高崎）の営業収益の金額を加算した増減率を、（百貨店計）欄にて表示しております。 

 

（２） 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％        円  銭 

１９年２月期 ６６９,２５０ ２４８,７６０ ３７．２ ７５３．８１

１８年２月期 ６４３,１８６ ２０２,０４５ ３１．４ ６５５．４６
 (注)①.期末発行済株式数 １９年２月期 330,000,623 株  １８年２月期 308,245,898 株 

   ②.期末自己株式数   １９年２月期   827,002 株  １８年２月期   779,022 株 

 

２．２０年２月期の業績予想（平成 19 年３月１日～平成 20 年２月 29 日） 

 
営 業 収 益 

〔売  上  高〕 
営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円     ％  （百貨店計）     百万円   ％     百万円     ％     百万円      ％

中  間 
４１６,４００  1.2   (  1.1)

〔４１０,８００  1.3〕 ( 1.2)
９,５００ 16.2 １１,５００ 15.9 ４,５８０ △25.8

通  期 
８６２,０００  1.5  (  1.4)

〔８５１,０００  1.5〕 (  1.4)
２５,０００ 24.7 ２６,２００ 17.8 １１,２００△36.4

(注) ①. 国内百貨店子会社（岡山、岐阜、米子、高崎）の営業収益予想の金額を加算した増減率を、（百貨店計）欄にて表示しております。 

②.上記業績予想は、現時点での入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は様々な要因により、予想数値とは異なる場合 

 がございます。なお上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料の 8 ページを参照ください。 

（参考）1 株当たり予想当期純利益（通期） ３３円９３銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間合計 

配当金総額 

（百万円） 

配当性向 

（％） 

純資産 

配当率（％）

１９年２月期 ４．５０ ５．００ ９．５０ ３,１１９ １７．７ 1.4

２０年２月期（予想） ５．００ ５．００ １０．００  

（注）平成１８年度期末配当金は１株につき前期の期末配当金から５０銭増配し５円とするとともに、 

   平成１９年度の中間及び期末配当金はそれぞれ１株につき５円とし、年間１０円配当する予定であります。 

－１－ 

 



比  較  貸  借  対  照  表 

（単位・百万円）

当会計年度 前会計年度 期 別 

科 目 （19.2.28） （18.2.28） 
増減高 

（資産の部）       

 流 動 資 産 209,699 129,633 80,066

  現 金 及 び 預 金 40,836 41,671 △834

  受 取 手 形 1,611 1,809 △198

  売 掛 金 51,261 30,627 20,633

  商 品 30,710 30,099 611

  貯 蔵 品 206 186 19

  前 渡 金 10 1 9

  前 払 費 用 2,652 2,895 △242

  短 期 貸 付 金 4,615 3,286 1,328

  繰 延 税 金 資 産 4,744 3,268 1,476

  差 入 保 証 金 63,442 7,239 56,202

  そ の 他 10,114 9,400 713

  貸 倒 引 当 金 △507 △853 345

 固 定 資 産 459,550 513,553 △54,002

 有 形 固 定 資 産 209,358 205,446 3,911

  建 物 76,845 75,858 987

  構 築 物 814 904 △89

  車両及び運搬具 2 2 △0

  器 具 及 び 備 品 6,881 6,764 117

  土 地 114,523 116,813 △2,290

  建 設 仮 勘 定 10,291 5,104 5,187

 無 形 固 定 資 産 12,875 8,069 4,805

  借 地 権 10,195 5,069 5,126

  そ の 他 2,679 3,000 △320

 投資その他の資産 237,316 300,037 △62,720

  投 資 有 価 証 券 59,649 67,514 △7,865

  関 係 会 社 株 式 63,881 61,705 2,175

  長 期 貸 付 金 83,082 83,779 △697

  長 期 保 証 金 30,671 92,186 △61,514

  繰 延 税 金 資 産 380 3,159 △2,779

  そ の 他 1,604 2,333 △728

  貸 倒 引 当 金 △1,954 △10,643 8,689

資 産 合 計 669,250 643,186 26,063

 

 

 

 

 

 

－２－ 

 



当会計年度 前会計年度 期 別 

科 目 （19.2.28） （18.2.28） 
増減高 

（負債の部）       

 流 動 負 債 300,781 268,781 32,000

  買 掛 金 66,547 66,001 546

  短 期 借 入 金 93,966 82,881 11,084

  社債（1年内償還） 10,000 5,000 5,000

  未 払 金 16,812 13,393 3,418

  未 払 法 人 税 等 6,260 2,476 3,784

  未 払 消 費 税 等 777 1,138 △361

  未 払 費 用 6,687 7,570 △883

  前 受 金 1,119 1,026 92

  商 品 券 37,893 38,245 △352

  預 り 金 53,540 46,248 7,291

  役員賞与引当金 32 32 －

    ポイント金券引当金 3,599 3,096 502

    建物等除却損失引当金 2,379 － 2,379

  そ の 他 1,166 1,669 △502

 固 定 負 債 119,708 172,359 △52,651

  社 債 11,231 24,850 △13,619

  長 期 借 入 金 40,811 80,089 △39,278

  退職給付引当金 51,119 50,932 187

  役員退職慰労引当金 373 279 93

  長 期 預 り 金 6,579 7,693 △1,114

再評価に係る繰延税金負債 9,504 6,940 2,564

  そ の 他 88 1,574 △1,485

負 債 合 計 420,489 441,141 △20,651

（純資産の部）       

 資 本 金 56,025 － 

 資 本 準 備 金 26,634 － 

 その他資本剰余金 17,391 － 

資 本 剰 余 金 合 計 44,025 － 

 利 益 準 備 金 60 － 

 固定資産圧縮積立金 13,065 － 

 別 途 積 立 金 72,070 － 

 繰越利益剰余金 31,886 － 

利 益 剰 余 金 合 計 117,082 － 

 自 己 株 式 △596 － 

株 主 資 本 合 計 216,536 － 

その他有価証券評価差額金 24,353 － 

 繰延ヘッジ損益 △0 － 

 土地再評価差額金 7,870 － 

評価・換算差額等合計 32,223 － 

純 資 産 合 計 248,760 － 

負債純資産合計 669,250 － 

（資本の部）  

 資 本 金 － 39,161 

 資 本 剰 余 金 － 27,176 

 利 益 剰 余 金 － 106,069 

 土地再評価差額金 － 4,119 

 その他有価証券評価差額金 － 26,036 

 自 己 株 式 － △517 

資 本 合 計 － 202,045 

負 債 資 本 合 計 － 643,186 

 

－３－ 

 



 

比  較  損  益  計  算  書 

（単位・百万円） 

当会計年度 前会計年度 前年増減率 期 別 

科 目 （18.3.1～19.2.28） （17.3.1～18.2.28）
増減高 

（％） 

売 上 高 838,388 832,917 5,471 0.7

売 上 原 価 609,337 604,309 5,028 0.8

  売 上 総 利 益 229,051 228,608 442 0.2

その他の営業収入 11,065 11,372 △307 △2.7

 （ 営 業 収 益 計 ） (849,453) (844,290) (5,163) (0.6)

  営 業 総 利 益 240,116 239,980 135 0.1

販売費及び一般管理費 220,064 218,649 1,414 0.6

  営 業 利 益 20,051 21,330 △1,279 △6.0

受取利息及び配当金 4,243 3,789 454 12.0

雑 収 入 4,488 4,391 96 2.2

 営 業 外 収 益 計 8,731 8,181 550 6.7

支 払 利 息 3,515 4,041 △526 △13.0

雑 損 失 3,026 3,328 △301 △9.1

 営 業 外 費 用 計 6,541 7,370 △828 △11.2

  経 常 利 益 22,241 22,142 99 0.5

固 定 資 産 売 却 益 3,878 3,447 430 －

投資有価証券売却益 395 － 395 －

関係会社株式売却益 3,349 － 3,349 －

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 8,187 － 8,187 －

そ の 他 625 51 573 －

特 別 利 益 計 16,437 3,499 12,937 369.7

固 定 資 産 売 却 損 299 474 △174 －

固 定 資 産 除 却 損 3,812 1,702 2,110 －

建物等除却損失引当金繰入額 2,379 － 2,379 －

関係会社株式評価損 371 － 371 －

早期退職制度に伴う割増金 1,830 － 1,830 －

事 業 構 造 改 革 損 － 4,495 △4,495 

そ の 他 9 16 △6 －

特 別 損 失 計 8,703 6,688 2,015 30.1

税引前当期純利益 29,975 18,953 11,021 58.2

法人税、住民税及び事業税 6,620 3,612 3,007 83.2

過年度法人税、住民税及び事業税 717 － 717 －

法人税等調整額 5,017 4,626 390 8.4

当 期 純 利 益 17,620 10,714 6,906 64.5

 

 

 

 

 

－４－ 

 



株主資本等変動計算書  
 

平成１８年３月 １日から 

平成１９年２月２８日まで 

（単位・百万円）

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

  

資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 

利益

準備

金 

固定資産

圧縮 

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益剰

余金 

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成1８年２月28 日残高 39,161 9,787 17,389 27,176 60 11,975 72,070 21,963 106,069 △517 171,890

事業年度中の変動額     

 増資による新株の発行 15,032 15,022 15,022   30,055

 新株予約権付社債の行使 

による新株の発行 
1,830 1,824 1,824   3,655

 剰余金の配当（注）１   △2,856 △2,856 △2,856

固定資産圧縮積立金の積立 

（注）２ 
  1,541 △1,541 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 

（注）３ 
  △451 451 － －

 当期純利益   17,620 17,620 17,620

 自己株式取得・処分   2 2   △79 △77

 土地再評価差額金の取崩   △3,751 △3,751 △3,751

    株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）     －

事業年度中の変動額合計 16,863 16,847 2 16,849 － 1,089 － 9,922 11,012 △79 44,646

平成１９年２月２８日残高 56,025 26,634 17,391 44,025 60 13,065 72,070 31,886 117,082 △596 216,536

  

評価・換算差額等   

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延 

ヘッジ

損益 

土地 

再評価

差額金

評価・換

算差額

等合計

純資産 

合計 

平成1８年２月28 日残高 26,036 － 4,119 30,155 202,045

事業年度中の変動額   

 増資による新株の発行   30,055

 新株予約権付社債の行使 

による新株の発行 
  3,655

 剰余金の配当（注）１   △2,856

固定資産圧縮積立金の積立 

（注）２ 
  －

固定資産圧縮積立金の取崩 

（注）３ 
  －

 当期純利益   17,620

 自己株式取得・処分   △77

 土地再評価差額金の取崩   △3,751

  株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） △1,682 △0 3,751 2,068 2,068

事業年度中の変動額合計 △1,682 △0 3,751 2,068 46,714

平成１９年２月２８日残高 24,353 △0 7,870 32,223 248,760

  

（注）１．剰余金の配当額の内訳 

     平成 18 年 5月の定時株主総会における利益処分項目 1,387 百万円 

     平成 18 年 10 月の取締役会決議による中間配当額 1,469 百万円 

   ２．固定資産圧縮積立金の積立額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

   ３．固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

     平成 18 年 5月の定時株主総会で決議した税務上の取崩額 11 百万円 

     その他の税務上の取崩額 440 百万円 

－５－ 

 



財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

有 価 証 券         満期保有目的の債券 

              償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

              移動平均法による原価法 

その他有価証券（時価のあるもの） 

              期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

その他有価証券（時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

    デリバティブ    時価法 

商 品   売価還元法及び個別法による原価法 

但し、通信販売事業本部の商品は先入先出法による原価法 

貯 蔵 品   先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 

有形固定資産     定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、法 

人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

無形固定資産    定額法を採用しております。なお、償却年数については、法人税法に規定 

          する方法と同一の基準によっております。 

但し、将来の収益獲得又は費用削減が確実なコンピュータソフトウェア開 

発費については、５年間で均等償却しております。 

３．重要な引当金の計上の方法は次のとおりであります。 

貸 倒 引 当 金   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 

回収不能見込額を計上しております。 

役員賞与引当金    役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

ポイント金券引当金  ポイント金券の発行に備えるため、当期末におけるポイント残高に対する 

将来の金券発行見積り額のうち費用負担となる原価相当額を計上してお

ります。 

建物等除却損失引当金 当期末において、大規模な売場改装工事等により、将来建物等の除却なら     

びに撤去費用が確実に発生することが予想されるため、合理的に見積もっ

た損失見込額を計上しております。 

退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資 

産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上 

しております。 

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10 年)による定額法により発生時から費用処理しており、また

数理計算上の差異についても、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10 年）による定額法により、発生の翌期から費用処理し

ております。 

役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を引 

当計上しております。 

４．リース取引の処理方法は次のとおりであります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 
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５．ヘッジ会計の方法は次のとおりであります。 

   ヘッジ会計の方法         繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約取引については振当処 

理の要件を満たしている場合には、振当処理を行っております。 

   ヘ ッ ジ 手 段         為替予約取引を行っております。 

   ヘ ッ ジ 対 象         外貨建営業債権・債務であります。 

   ヘ ッ ジ 方 針         当社のリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジすることとし 

                        ております。 

   ヘッジ有効性評価の方法         ヘッジ対象及びヘッジ手段について、毎会計年度末に個別取引毎のヘッジ 

効果を検証しておりますが、ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債、また 

は予定取引に関する重要な条件が同一であり、高い有効性があるとみなさ 

れる場合には有効性の判定を省略しております。 

リスク管理体制     重要なデリバティブ取引については、当社の経理規定に従い取締役会の決 

議または稟議決裁を行い、財務部で取引を実行するとともに管理しており

ます。 

 

６．そ の 他 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

会計処理の変更 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の一部改正） 

 当会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8 号）並び

に改正後の｢自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 最終改正

平成 18 年 8 月 11 日 企業会計基準第１号）及び｢自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針｣（企業会計基準委員会 最終改正平成18年 8月 11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。  

これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

248,761 百万円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当会計年度における財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 

 

 貸借対照表注記 

  

摘    要 
当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

１．有形固定資産減価償却累計額 131,775 百万円 132,171 百万円

２．担保に供している資産 111,036 百万円 115,785 百万円

３．供託している資産 19 百万円 19 百万円

４．保証債務 4,880 百万円 5,419 百万円

５．売掛債権等の流動化 当期末の売掛金及び長期保証金

(一年内含む)残高は、売掛債権

等の流動化（信託方式及び譲渡

方式）によりそれぞれ 2,782 百

万円及び 919 百万円減少してお

ります。 

当期末の売掛金及び長期保証金

(一年内含む)残高は、売掛債権

等の流動化（信託方式及び譲渡

方式）によりそれぞれ 19,863 百

万円及び 1,202 百万円減少して

おります。 
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摘    要 当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

６．土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平

成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34

号)及び平成11年3月31日の同法

律の改正に基づき、事業用の土地

の再評価を行っております。なお、

再評価差額については、当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成 10 年 3 月 31 日公布政令

第119号)第2条第3号に定める固

定資産税評価額及び被合併会社か

ら引継いだ土地のうち第 2 条第 4

号に定める路線価のあるものは当

該路線価にそれぞれ合理的な調整

を行い算出しております。 

再評価を行った年月日 

平成12年12月31日（被合併会社）

及び平成 13 年 2 月 28 日 

 

「土地の再評価に関する法律」(平

成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34

号)及び平成11年3月31日の同法

律の改正に基づき、事業用の土地

の再評価を行っております。なお、

再評価差額については、当該差額

に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成 10 年 3 月 31 日公布政令

第119号)第2条第3号に定める固

定資産税評価額及び被合併会社か

ら引継いだ土地のうち第 2 条第 4

号に定める路線価のあるものは当

該路線価にそれぞれ合理的な調整

を行い算出しております。 

再評価を行った年月日 

平成12年12月31日（被合併会社）

及び平成 13 年 2 月 28 日 

土地の再評価に関する法律第 10

条に定める再評価を行った事業用

の土地の当期末における時価の合

計額が当該事業用土地の再評価後

の帳簿価額の合計額を下回る金額

は 14,069 百万円であります。 

７．配当制限  ― 土地再評価差額金は、「土地の

再評価に関する法律」第 7 条の 2

第 1 項の規定により、配当に充

当する事が制限されておりま

す。 

商法施行規則第 124 条第 3 号の

規定により、純資産額のうち配

当制限を受ける額は26,036百万

円であります。 
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 損益計算書注記 

 

摘    要 
当会計年度 

（18.3.1～19.2.28） 

前会計年度 

（17.3.1～18.2.28） 

特別損失 

「事業構造改革損」の内訳 

― 早期退職制度に伴う割増金 1,444

百万円、子会社等整理損 2,184 百

万円、子会社株式評価損 113 百万

円及び子会社貸倒引当金繰入額

753 百万円であります。 

 

 株主資本等変動計算書注記 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前会計年度末 増加 減少 当会計年度末 

普通株式（株） ７７９,０２２ ５０，２４６ ２，２６６ ８２７，００２

  （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  50,246株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の売渡しによる減少   2,266株 
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リース取引に関する注記 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末 

残高相当額 

(単位 百万円） 

 
当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

車両及び運搬具 

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

８５

４９

―

７７

５１

―

期 末 残 高 相 当 額 ３６ ２６

器具及び備品        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

６,２７２

４,９１５

２６

６,９７０

５,０５４

１１７

期 末 残 高 相 当 額 １,３３０ １,７９８

合 計        

取 得 価 額 相 当 額           

減価償却累計額相当額 

減損損失累計額相当額 

６,３５７

４,９６４

２６

７,０４８

５,１０５

１１７

期 末 残 高 相 当 額 １,３６６ １,８２４

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

支払利子込み法により算定しております。 
 

 ②未経過リース料期末残高相当額及びﾘｰｽ資産減損勘定期末残高            （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

１ 年 内 ５９６ ９０８

１ 年 超         ７８１ ９６７

合 計         １,３７８ １,８７６

ﾘｰｽ資産減損勘定期末残高 
１２ ５１

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合 

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
 

 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失          （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

支 払 リ ー ス 料         ９６６ １,２６６

ﾘｰｽ資産減損勘定の取崩額 ３９ ６６

減価償却費相当額 ９２６ １,２００

減 損 損 失 ― ―
 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

２．オペレーティングリース取引 

 ・未経過リース料                           （単位 百万円） 

 
当会計年度 

（19.2.28） 

前会計年度 

（18.2.28） 

１ 年 内 １３,９４０ １３,９４０

１ 年 超         １１６,８９７ １３０,８３７

合 計         １３０,８３７ １４４,７７８

－１０－ 



有 価 証 券 関 係 

当会計年度 

(19.2.28) 

前会計年度 

(18.2.28) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

 

税 効 果 会 計 関 係 

１．繰延税金資産および負債の主な原因別の内訳 
（単位：百万円） 

期 別 

科 目 

当会計年度 

(19.2.28) 

前会計年度 

(18.2.28) 

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･未払事業所税 

･未払事業税 

･たな卸資産評価減 

･ポイント金券引当金等 

･建物等除却損失引当金 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

１６９ 

２０８ 

５４２ 

１０１ 

２,００５ 

９６５ 

４８１ 

２７０ 

４８

２２１

３８５

１５４

１,６４７

―

４５４

３５６

流 動 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 繰延税金資産合計 ４,７４４ ３,２６８

(1)繰延税金資産 

･貸倒引当金損金算入限度超過額 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｿﾌﾄｳｴｱ開発費償却超過額 

･会社分割に伴う子会社株式評価減 

･株式評価減 

･退職給付引当金損金算入限度超過額 

･減損損失 

･確定拠出年金未払額 

･その他 

 

５８９ 

７７５ 

２,５４６ 

２,６２８ 

２０,７５４ 

９２７ 

― 

５４８ 

４,０４９

８０９

２,５４６

２,６６６

１９,６０５

１,０６４

５７６

４６９

繰延税金資産小計 

･評価性引当額 

２８,７７１ 

△２,８１４ 

３１,７８７

△２,６５４

繰延税金資産合計 ２５,９５６ ２９,１３３

(2)繰延税金負債 

･固定資産圧縮積立金 

･その他有価証券評価差額金 

 

△   ８,９３０ 

△  １６,６４５ 

△   ８,１７７

△  １７,７９５

繰延税金負債合計 △  ２５,５７６ △  ２５,９７３

固 定 の 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
繰延税金資産の純額 ３８０ ３,１５９

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

当会計年度 

(19.2.28) 

前会計年度 

(18.2.28) 

法定実効税率 40.6％

・交際費等一時差異でない項目 0.6％

・住民税の均等割 0.4％

・評価性引当額の増加 0.5％

調 
 

 

整 

・その他 1.4％

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以

下であるため、記載しておりません。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5％

－１１－ 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


